
財の代替性によるサービスの進化
カーシェアリングサービスの実証研究

三 浦 玉 緒

山 本 昭 二

要 旨

シェアリングエコノミーの進展によって，様々なサービスが市場に現れてきてい

る。特にモノ（有体財）の利用権を取引するタイプのサービスでは，必要なときに

必要なサービスが提供できるかどうかによってサービスの価値は大きく異なってく

る。シェアリングエコノミーの有用性は使用者の属性や使用目的によって変化する

ことが想定される。本論文では，理論的な検討を元にして仮説を提出し，カーシェ

アリングサービスに対するサーベイ調査を元にしてシェアリングサービスを利用す

る目的，利用者の属性によって利用回数に違いが出ることを実証する。

Ⅰ は じ め に

１ シェアリングにみるサービスの進化

過去10年間，ネットワークが市場を占有し，所有権の他に取得と消費の代替モードが出

現してきた（Bardhi and Eckhardt 2012）。2015年には，「シェアリングエコノミー」とい

う用語が，資産またはサービスがインターネットを介して無料，あるいは有料で，個人間

で共有される経済システムとして，Oxford English Dictionaryに追加された（Habibi, Kim

and Laroche 2016）。国内（内閣官房シェアリングエコノミー促進室）においては，シェ

アリングエコノミーを「個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のも

のを含む。）を，インターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も

利用可能とする経済活性化活動」1）と説明しており，「矢野経済研究所が実施した調査では，

シェアリングエコノミーの国内市場規模は，2015年度に約398億円であったものが，2016

年度には約503億円まで拡大しており，2021年までに約1,071億円まで拡大すると予測して

いる」2）。

確かに幾つかのシェアリングサービスが取扱高を増やしていくが，特に必要なタイミン

グで必要なサービスが手に入ることは家事代行サービスのようにサービスの利用者の活動
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の代替では無く，利用者と有体財の利用権が一体となって新たなサービスが提供される場

合には，利用者の置かれている状況が選択に影響すると考えられる。次節以降では，この

問題は理論的に検討してみたい。

Ⅱ シェアリングに関わる先行研究の概要と理論的背景

１ シェアリングの先行研究

本節では，シェアリングに関する先行研究を概観し分類の次元と類型化を整理するとと

もに，関連する理論的枠組みを提示する。

通常，シェアリングから連想されるのは，ICTを活用したインフォミディアリのビジネ

スモデルであり，先行研究における代表的な事例としては Airbnb, Uber, Zipcarなどであ

ろう。国内においても，タイムズカープラスに代表されるカーシェアリングサービス

（CSS）や，定額料金でモノやサービスが利用できるサブスクリプション型サービスが拡

大している3）。

しかしながら，シェアリングという用語は，自身から他者へまたその逆へ配分される，

社会的，文化的背景を伴う行為やプロセスと定義されており（Belk 2007），代表的な事例

にみられる，所有から利用の消費，つまり所有権の移転を伴わない取引モードのみを対象

にしているわけではない。例えば，車で場所を移動する際の手段は様々な方法が考えられ

るが，図１に示すとおり，個人で所有する車を自身で運転する以外は，取引を伴わない移

動手段も含めて全てシェアリングに該当する（Rudmin 2016）。

Habibi, Kim and Laroche（2016）は，社会的，文化的背景を伴うが取引を伴わない純粋

なシェアリングと，所有権が移転する純粋な交換は両極に位置し，個々の事例はそれら両

取引なし 取引あり

自分で運転する

家族所有の車

社用車

借用

個人で所有する車

リース

レンタル

カーシェアリング

ドライバーが運転する

家族所有の車

社用車

相乗り

ヒッチハイク

コミュニティーバス
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図１ 車で場所を移動する際の手段の分類
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極の連続体の間に位置すると主張している。Couchsurfing, Airbnb, Zipcarを対象にした実

証研究では，Couchsurfingがシェアリングの極に，Zipcarが交換の極に近く，Airbnbは

それらのほぼ中間に位置することを示している。シェアリングを促進（あるいは抑制）す

る主な要因として金銭的動機と社会的動機が提示されており（Habibi et al. 2016），それ

ぞれの動機があるかないかの次元で分類すると４つに類型化される。先述した車で場所を

移動する手段は，図２のように分類されるだろう。Uberでは金銭的動機と社会的動機の

両方が確認されている（Habibi et al. 2016）。

一方，Bardhi and Eckhardt（2012）は，所有権の移転が伴わない市場を介する取引を

Access-Based Consumptionと定義している。accessは，所有権，シェアリングとは対照

的な特性を持ち，それらの両極の連続体の中間に位置する（Bardhi and Eckhardt 2012）。

彼らは，Zipcarの顧客を対象にした分析結果として，CSSをシェアリングとは対照的で交

換に類似した所有権が移転しない消費モードと定義している。企業の資産ではなく個人の

peer-to-peerシェアリングを含む多様なタイプの accessモデルの出現により，シェアリン

グと accessの境界は曖昧であり，これらを分類する条件について更なる研究が求められ

る（Bardhi and Eckhardt 2012）。

２ PSS（Product-Service System）

確立された消費に変化が現れており，accessがより経済的かつ生態学的に利用可能そ

して柔軟で自由な消費モードとして象徴的な資本になりつつある（Bardhi and Eckhardt

2012）。この議論は，Product-Service System（PSS）に類似している。PSSは，持続可能

性と環境影響の削減についての議論に密接に関係する北欧のコンセプトである（Baines et
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図２ 車で場所を移動する際の手段の分類
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al. 2009）。一般的に PSSは「環境への影響を削減する方法で要求される，ユーザーの機

能性を提供するシステムにおいて統合された製品とサービス」と定義されている（Baines

et al. 2007, p. 1545）。ここでの強調は「製品の販売」より「使用の販売」であり，Baines

ら（2007）は「PSSは使用価値を提供する統合された製品とサービスの提案である」（p.

1545）と主張している。

図３に示すとおり，PSSでは提供される価値の所在を製品中心かサービス中心かの両極

に分類し，その間の連続体を更に製品志向，使用志向，結果志向の３つの PSSに分類し

ている（Tukker 2004, Baines et al. 2007）。製品志向の PSSは，顧客が所有する製品の機

能と耐久性を保証し，製品の販売を促進するためにアフターサービスとして製品に追加さ

れるサービス（例えば，修理，メンテナンス，コンサルタントなど）である。使用志向の

PSSは，顧客に所有権が移転しない製品の使用，あるいは有効性を販売するサービス（例

えば，リース，シェアリングなど）である。結果志向の PSSは，製品の代わりに結果，

あるいは能力を販売するサービス（例えば，アウトソーシング，サービス単位毎の支払い，

機能的な結果つまり空調機器ではなく「快適な天気」，あるいは農薬ではなく「収穫ロス

を請け負う」など）である。

PSSは，所有権の移転を伴う製品中心の価値提供から，所有権の移転を伴わないサービ

ス中心の価値提供へ移行するための企業の経営と製品，サービスの開発に示唆を与えるだ

ろう。図２で分類した車で場所を移動する際の手段のうち，個人で所有する車は製品志向，

リース，レンタル，CSSは使用志向，タクシー，バス，Uberは恐らく Pay per service unit

図３ PSSのメインとサブカテゴリー
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に該当すると考えられ結果志向の PSSに分類される。個人で所有する車以外は，それぞ

れ異なるタイプの accessモデルと考えられるが，ここでもそれらを分類する条件は明ら

かにされていない。

３ 財の分類

PSSは，製造業のサービス化に関わる先行研究において頻繁に引用される。PSSとサー

ビス化の研究には明確なリンクはなかったが，Bainesら（2009）は「サービス化は製品

販売から PSS販売へのシフトをとおし，更に相互価値を創造するための組織能力のイノ

ベーション」（p. 555）と定義し直すことにより PSSとの接続に貢献した。企業は，顧客

の使用過程に介在し価値共創するための提供物を開発しなければサービス化の実現は難し

い（Gronroos 1978，山本 2016）。企業が提供物を変化させサービス化を実現するために

は，サービス化の過程で変化する提供物（offerings）と，製品志向から，使用志向，結果

志向へ移行する関連性を理解することが求められる（山本 2016，三浦 2016）。

提供物は財で構成されており，その構成が変化することにより提供物が変化する。財を

分類する次元は，提供物の効用を発生する源が物質財であるか非物質財であるかという視

点と，効用を発生する源の所有権が移転するかしないかという視点になる4）。これらの次

元で財を分類すると５つの財，つまり有体財，有体財利用権，情報，情報利用権，人間の

サービスに類型化される（図４）。「企業が提供する製品の分析に資することを目的とした

分類」（山本 1999, p. 24）である。

山本（1999）は Shostack（1977）の製品の分子モデルを改良し，財の種類を元にした

分子モデルを提案している。図５の左は自家用車の事例を表しており，製品志向の PSS

に分類される。自動車の有体財を中心に，点検や修理といった付随するサービスで全体が
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構成されている。図５の右は CSSの事例を表しており，使用志向の PSSに分類される。

自動車，駐車場の有体財利用権を中心に，付随する情報利用権，サービスで全体が構成さ

れている。つまり，製品志向の PSSから使用志向の PSSに移行する過程で，提供物が有

体財中心から，無体財中心に移行していることが分かる。

このように，財の分類による分子モデルは交換時の提供物の形態を表しており，異なる

タイプの accessも同様に記述することによりそれぞれの形態の相違が明らかになる。ac-

cessモデルは，有体財利用権だけではなく，他の財，つまり情報利用権，サービスも対

象にした拡張が求められる（Bardhi and Eckhardt 2012）。企業は，提供物の形態の変化を

設計，開発に反映させなければ，製品志向から，使用志向，結果志向へ移行することは難

しい。提供物を財の構成による分子モデルで記述しその形態の相違を明らかにすることは，

これらの検討を助けるだろう。

急速に成長しているシェアリングエコノミーは，ホテルや交通機関など多くの伝統産業

に影響を与えている（Habibi et al. 2016）。例えば，Airbnbはホテルの代替として消費者

に認識されており（Habibi et al. 2016, Rudmin 2016），車や家などかつては価値とされた

製品カテゴリーの所有権は減少している（Rudmin 2016）。消費者は，Zipcarや Airbnb，

家族間での資源の共有は，所有権の代替として利用している（Belk 2010, Bardhi and Eck-

hardt 2012）。次節では，提供物を構成する財の間の代替関係を規定する要因から，提供

物の形態の変化とシェアリングエコノミーの関連を模索する。

図５ 財の分類による分子モデル（左は自家用車，右は CSSの事例）
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Ⅲ 形態の変化を規定する要因と仮設の設定

１ 財の代替性の理論

提供物は，それを構成する財の間の代替関係が要因となり変化する（山本 1987，2016）。

財の代替性の概念（山本 1987）と，代替関係が模式化されたサービス・ピラミッドの理

論（山本 2016）では，製品の提供者と消費者のそれぞれの観点から財の間の代替関係を

生む主な要因が検討されている（図６）。

費用，利用可能技術，危険負担の要因において，財の選択される確率の変動の方向が同

じであればプラス，反対であればマイナスの記号で示されている（山本 1987）。例えば，

労働費用が高まり省力化技術が発展すると有体財が増えサービスが減少する要因となる。

家事労働を家電製品が代替したのは，技術進歩による有体財の価格低下と労働コストの上

昇が大きな要因である（山本 1987）。また，利用状況の不確実性が高まると有体財が減り

有体財利用権が増える要因となる。例えば，自動車を保有しても有効に利用する機会がな

い場合は CSSが利用され，運転に不安がある場合は，タクシーや Uberのようなサービス

が利用されるだろう。これらのサービスは，いつでも確実に利用できることが明らかで品

質が安定している場合に利用が促進されるだろう。逆にいつでも使える安心感が優先する

場合は自家用車の所有が選択されるだろう。これらの要因は，家計内生産の理論（Becker

1965）や取引コストの理論（Williamson 1975）に基づき導出されている（三浦 2020）。

労働費用
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機能の記録技術

形態と機能の可分性

サービスの記録技術

情報と労働者の可分性

保有費用

利用状況の
不確実性

図６ 多面的代替関係を生む主な要因
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消費に占めるモノの割合は，一貫して減少しており，代わってサービスに対する支出は

60％近くになっている。財の需要の増減は，市場生産と非市場（家庭内）生産の間の代替

関係により発生するがそれを生む一部の要因として需要，労働力，技術の変化の観点から

検討される（Fuchs 1968）。これらの理論的な検討による財の代替関係は多くの要因によっ

て複雑な経路を辿るが，約20年前までのモノの消費の伸張と，その後のサービス経済化の

現象を有効に説明しているといってよいであろう。

２ 消費者の財の選択と形態の変化

財の代替性の理論は，提供物を構成する主な財が代替されることにより提供物の形態が

変化し，その代替関係を生む主な要因が提供物の形態の変化を規定することを提案してい

る。シェアリングエコノミーは，従来の産業や所有権の取引を代替している（Habibi et al.

2016）。CSSは自家用車の代替として利用されているが（Belk 2010, Bardhi and Eckhardt

2012, Lamberton and Rose 2012），提供物の形態はそれを構成する主な財となる有体財が

有体財利用権に代替されることにより変化している（図５）。つまり，形態の変化を規定

する財の代替関係を生む要因が，シェアリングエコノミーの成立条件を規定していると言

えるだろう。

ではいつ，どのように提供物の形態が決定されるのか。まず，いつ決定されるのかにつ

いて考えよう。消費者側の観点からは，提供物を構成する主な財が選択される段階で決定

されると言えるだろう。消費者行動では，消費者の問題認識，情報探索，代替案評価，選

択・購買，購買後の評価までのプロセスとそれを規定する要因が購買意思決定プロセスと

して体系化されているが，これは主に製品カテゴリー内の商品，ブランド間における消費

者行動の選好に焦点が当てられている。一方，財の代替性の理論では，対象となる製品カ

テゴリーが選択される要因，つまり提供物を構成する主な財の間における消費者の代替案

評価，選択行動を対象にしている。確立された消費者行動の理論は，所有権の移転を前提

にしているが，他のモードも対象に検討されるべきである（Bardhi and Eckhardt 2012）。

例えば図２は，消費者行動が車で場所を移動するという問題認識に始まる場合の様々な手

段を示しているが，これらの全てが代替関係にあり消費者の選択の対象になる。

消費者は，提供物を財別に評価し選択する場合もあれば，財が組み合わされたシステム

として評価し選択する場合もある。消費者は，CDを買うかレンタルするかという場合は，

有体財と有体財利用権の間の代替関係のみを評価し選択するかもしれないが，家で食事を

するかレストランで食事をするかという場合は，食材とレストランの料理の代替関係だけ

を評価し選択するわけではない。家で食事をする場合でも，食材を料理するか，調理され

た食品を購入するか，ケータリングサービスを利用するかなど様々な選択肢が考えられる。
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食材や調理された食品を購入する以外は全てシェアリングサービスに該当するが，これら

は全て代替関係にあることを考えると，消費者行動は，製品カテゴリー内，あるいはブラ

ンド間に留まらず，製品カテゴリーを超えた代替案の選択を規定する要因を分析すること

が求められる。

消費者が消費する提供物の形態は，提供物を構成する主な財が選択されることにより決

定される。そのため，企業が提供物を設計する際には，財の特性と財の間の代替関係を生

む要因を理解し，消費者に選択される財の構成を設計段階に反映させることにより，形態

を変化させ新しいサービスを提供することが可能になる。有体財を中心に製造，販売して

いた企業が accessモデルに参入する場合は，有体財が有体財利用権，情報利用権，サー

ビスに代替される，あるいは不随する財が選択される要因を分析し，これらの財によって

構成される提供物の形態を設計段階に反映させなければ，製品カテゴリーを超えた新しい

取引形態に移行することは難しいであろう。

３ カーシェアリングサービスを生む要因

それでは，財が消費者にどのように選択され，提供物の形態が決定されるのかについて

CSSを事例に考えよう。CSSは，シェアリングエコノミーに関連する先行研究において

頻繁に取り上げられるがそれを成立させる条件は明確ではなく，所有権とシェアリングが

両極にある連続体の間に位置付けられている。本稿では提供物の形態の変化について財の

間の代替関係を規定する要因から分析することにより，accessを成立させる条件を一般

化することを試みる。

CSSは自家用車の代替として使用されており，提供物を構成する主な財となる有体財

と有体財利用権の間に代替関係が発生している。また，CSSでは，企業のWebサイトに

おいて登録，予約，支払い等を済ませる必要があり，提供物は情報利用権という財で補完

されている。これらの財の特性と財の代替性の理論から，消費者側の要因として，保有費

用，利用状況の不確実性，財の利用回数，情報利用能力が主な要因となり，自家用車の代

替として CSSの利用が選択され，提供物の形態が決定されると考えられる。

まず有体財と有体財利用権の間の代替関係は，保有費用，利用状況の不確実性，財の利

用回数が主な要因となり発生すると考えられる。保有費用が増加すると自家用車が選択さ

れる可能性が減少し，CSSが選択される可能性が増加する。例えば駐車場代の高い都内

の場合では，CSSで毎週末車を利用しても，維持費（税金，保険料，駐車場代，但し，

車の点検費用，消耗品代，車の購入費を除く）よりも安く済む5）。逆に利用回数が増加す

ると，自家用車が選択される可能性が増加し，CSSが選択される可能性は減少する。所

有費用と利用頻度を比較し自動車を所有するか CSSを利用するかが検討されるだろう。
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また，利用状況の不確実性が高まると自家用車が選択される可能性が減少し，CSSが

選択される可能性が増加する。自家用車を購入しても利用する確実性が低ければ，自家用

車の購入をやめ CSSが選択されるだろう。逆にいつでも利用できる安心感が優先される

と，CSSの利用より自家用車を購入する可能性が高まるだろう。

Webサイトは CSSの提供物を構成する重要な財の一部である。この財が選択される主

な要因は情報利用能力である。CSSの取引は，Webサイトで完結するため，インターネッ

トの利用に精通しているほど，CSSを利用するハードルは下がると考えられる。よって，

情報利用能力が増加すると CSSを利用する可能性が高まるだろう。財の代替性の理論か

ら推察する CSSの形態が決定される要因は，図７に示すとおりである。

場所を移動するという問題認識に対し，消費者が手段として自家用車の購入と CSSの

利用のいずれかの選択を検討する際の主な要因は，以下のとおり仮定することができる。

仮説１�１ 保有費用が高い場合，CSSを利用する可能性が高い

仮説１�２ 保有費用が低い場合，自家用車を所有する可能性が高い

仮説２�１ 利用状況の不確実性が高い場合，CSSを利用する可能性が高い

仮説２�２ 利用状況の不確実性が低い場合，自家用車を所有する可能性が高い

仮説３�１ 利用回数が少ない場合，CSSを利用する可能性が高い

仮説３�２ 利用回数が多い場合，自家用車を所有する可能性が高い

仮説４ 情報利用能力が高い場合，CSSを利用する可能性が高い

これらの仮説は，財の代替性の理論を用いて導出しているが，これらは場所を移動する

という目的とその継続性によって変化することも考えられる。消費者の製品やサービスの

選択と価値との関連を説明する「目的�手段連鎖モデル（means-end chain）」（Gutman

1982）では，製品やサービスの情報に対する顧客の認知構造が抽象的概念の階層で理解さ

れている（Zeithaml 1988）。また，利用する客体を使用する期間が長期の場合，短期の場

合とは異なる利用と消費が想定される（Bardhi and Eckhardt 2012）。このように，目的や

提供物を構成する主な財の間の代替関係を生む，あるいは財が選択される要因

保有費用 利用状況の不確実性 利用回数 情報利用能力

自家用車所有 － ー ＋

CSS利用 ＋ ＋ － ＋

財の選択される確率の変動の方向が同じであればプラス，反対であればマイナスの記号で

示されている

図７ 自家用車と CSSの比較で提供物の形態が決定される要因
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継続性が，消費者の選択行動に影響を与えることは，納得が得られるものであろう。例え

ば，場所を移動する目的が通勤や通学，仕事などの場合，到着の時間には定時性や利用状

況の確実性が求められ，いつでも使える安心感が優先されるため，CSSを利用するより

自家用車を所有する可能性が高まるだろう。また，その目的が長期間継続する場合，自家

用車を所有しても有体財の償却期間を考えると保有費用は相対的に低下するため自家用車

を所有する方向に働くことが想定される。一方，長期間で検討する場合は，いつまでその

目的が継続するかという将来についての不確実性は高まることから，CSSを利用する方

向に働くかもしれない。あるいは，自家用車を所有している場合でも，目的によって利用

する自動車を替えたい場合は，CSSを利用する可能性も考えられる。因って，次の仮説

を設定する。

仮説 ５ 自動車利用の目的は，CSSの利用に影響を与える

次節では，CSSの利用者を対象にしたアンケート調査結果を分析することによりこれ

らの仮説を検証する。

Ⅳ カーシェアリングサービスの利用調査

１ 調査内容と結果

CSSの顧客調査は調査会社に依頼し，2019年２月中旬から末にかけて調査会社に登録

されているモニター15,913人を対象に実施され，CSSに登録，あるいは利用経験のあるモ

ニターが抽出された。アンケート調査の結果，回答者14,217人のうち，CSSに登録してい

るモニターは773人，そのうち CSSの利用経験者は630人であった。利用経験者630人の主

な属性は，男性67.6％，女性32.4％，18～39歳38.7％，40～49歳30.8％，50歳以上30.5％，

東京都，大阪府，神奈川県の首都圏居住者51.1％，その他48.9％，世帯年収400万円未満18.1

％，400～600万円未満22.1％，600～800万円未満19.7％，800～1,000万円未満17.8％，1,000

万円以上22.4％であった。アンケート調査を分析することにより，前節で設定した仮説に

ついて検証するが，その前に一般的に推測される仮説について確認しておこう。

CSSと自家用車は代替関係にあるため，自家用車を所有していない場合，CSSを利用

する可能性が高い。逆に自家用車を所有している場合，CSSを利用する可能性は低い。

因って，以下の仮説を確認する。これは，CSSと自家用車の間の代替を規定する要因を

横断して設定される仮説である。
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仮説１ 自家用車を所有していない場合，CSSを利用する可能性が高い

仮説２ 自家用車を所有している場合，CSSを利用する可能性が低い

CSSに登録している730人を対象にしたクロス分析の結果は，表１に示す通りであり統

計的に有意であることが確認された（ p＜0.01）。自家用車を所有している場合，CSSに登

録している人のうち利用していない人が多く，利用している人が少ない。一方，自家用車

を以前は所有していたが手放した場合，CSSを利用していない人が少なく，利用してい

る人が多い。自家用車をもともと所有していない場合，CSSを利用していない人が多く，

利用している人が少ないが，この場合，そもそも自動車を利用する必要性がないことが考

えられ，自家用車を所有していない場合の合計では，CSSを利用していない人が少なく，

利用している人が多いことから，仮説１と２は確認されたと言ってよいであろう。

また，自動車の利用回数が多い場合は自家用車が選択され，利用回数が少ない場合は

CSSが選択される可能性が高い。これは，財の間の代替関係を生む要因のうち，財の利

用回数の要因からも推測される仮説であり，前節の仮説３�１と３�２で仮定されている。

因って，以下の仮説を確認する。

仮説３ 自家用車の利用回数は，CSSの利用回数より多い

CSSの利用経験者630人のうち，CSSの利用頻度と，自家用車の利用頻度について確認し

CSS利用状況
合計

CSS登録のみ CSS利用する

自
家
用
車
所
有
状
況

所有している

度数 101 353 454

期待度数 84.0 370.0 454.0

自家用車所有状況の％ 22.2％ 77.8％ 100.0％

以前は所有していたが，

手放した

度数 23 205 228

期待度数 42.2 185.8 228.0

自家用車所有状況の％ 10.1％ 89.9％ 100.0％

もともと所有していない

度数 19 72 91

期待度数 16.8 74.2 91.0

自家用車所有状況の％ 20.9％ 79.1％ 100.0％

合 計

度数 143 630 773

期待度数 143.0 630.0 773.0

自家用車所有状況の％ 18.5％ 81.5％ 100.0％

表１ 自家用車の所有状況と CSS利用状況のクロス表
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た結果，CSS利用頻度で も多かったのは月に１日程度の利用で回答者数の23.3％，対す

る自家用車の利用頻度で も多かったのはほぼ毎日の利用で34.4％であった（図８）。仮

説１から仮説３が確認されたことから，調査結果は一般的な仮説を反映していると言って

よいであろう。

２ 分析結果

それでは，CSSと自家用車の代替関係を事例として，提供物の形態を決定する要因に

ついて，前節で設定した仮説１�１から仮説５までを検証する。CSSの利用有無，自家用

車所有有無を従属変数に，回答者の属性，駐車場の有無，車の利用目的を説明変数にした

変数減少法ステップワイズ（Wald）のロジスティック回帰分析を実施した。結果は，表

２に示す説明変数を残す回帰式が有意となった。

まず，CSSの利用有無を従属変数にした回帰式では，年齢が低い，専業主婦（主夫）・

パート（アルバイト）以外の職業，既婚者，駐車場がない，車の利用目的が通勤・通学で

はない，車の利用目的が仕事の場合に，CSSを利用する方向に働く。これらの変数のう

ち，年齢が低い，駐車場がない，車の利用目的が通勤・通学ではない場合というのは，仮

説１�１，２�１，３�１，４を支持する結果である。利用目的が仕事の場合にも CSSを利

用する方向に働いており，これについては仮説５の分析として後述する。また，専業主婦

（主夫）・パート（アルバイト）以外の職業の場合に CSSを利用する方向に働くのは，回

答者の半数以上は都市部に在住しており，係数は有意ではないものの世帯年収が高い方が

図８ カーシェアリングサービス（CSS）と自家用車の利用頻度
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CSSを利用する方向に影響していることに関係しているかもしれない。また，CSSでは

車の利用目的がレジャーの変数が有意ではないこと，通勤・通学ではない場合に CSSを

利用する可能性が高いことにも関係していることが推測される。

次に，自家用車の所有有無を従属変数にした回帰式では，駐車場がある，車の利用目的

がレジャー，買い物，通勤・通学，仕事の場合に，自家用車を所有する方向に働く。これ

らの変数のうち，駐車場がある，車の利用目的が通勤・通学の場合というのは，仮説１�

２，２�２，３�２を支持する結果である。また，レジャー，買い物，仕事の場合の変数も

有意であることは，CSSより自家用車の方が車の利用回数が多いことにも合致している。

利用目的で有意となる変数が CSSの場合と異なることは，仮説５を裏付けるものと考え

られる。

仮説５については，更に分析を進める。車の利用目的が買い物の変数は CSSの回帰式

には残らず，自家用車所有の回帰式には有意であることや，通勤・通学の変数は，CSS

を利用しない方向に働き，自家用車を所有している方向に働くことは，代替関係を促進し

ていると考えられる。一方，利用目的がレジャーの変数は，有意ではないものの CSSを

利用する方向に働き，自家用車を所有している方向にも働き有意である。仕事の変数は，

CSSを利用する方向，自家用車を所有している方向のいずれにも働き有意である。これ

らの目的は代替関係を抑制する方向に働き，CSSの利用状況に影響を与えていることが

考えられる。

自家用車の所有状況が CSSの利用状況に与える影響が，車の利用目的によって調整さ

CSS利用有無

B Exp（B）
性別（男性） �0.433 0.649

年齢 ＊＊ �0.056 0.945

専業主婦（主夫） ＊＊ �2.451 0.086

パート（アルバイト） ＊ �1.561 0.210

未婚 ＊ �0.616 0.540

世帯年収 0.111 1.118

駐車場 自宅にある NA NA
駐車場所有状況 ある ＊＊ �0.999 0.368

車利用目的 レジャー 0.013 1.013

車利用目的 買い物 NA NA
車利用目的 通勤・通学 ＊＊ �1.188 0.305

車利用目的 仕事 ＊＊ 1.134 3.109

定数 �17.794 0.000

＊＊p＜0.01 ＊p＜0.05

自家用車所有有無

B Exp（B）
NA NA
NA NA
NA NA
NA NA
NA NA
NA NA

＊＊ 1.161 3.193

＊＊ 4.369 78.959

＊＊ 0.676 1.966

＊ 0.435 1.546

＊＊ 1.252 3.496

＊＊ 1.346 3.840

＊＊ �5.220 0.005

表２ CSSの利用有無と自家用車所有有無を従属変数としたロジスティック回帰分析

148



れるかどうかを確認するため，CSSの利用頻度を従属変数に，自家用車の所有状況（所

有している，以前は所有していたが手放した，もともと所有していない）を説明変数に，

車の利用目的（レジャーと仕事）を調整変数に設定した回帰分析を実施した。分析には

SPSS PROCESS ver. 3.0（Hayes 2018）のModel 3を使用した（図９）。回帰式（１）の結

果は，R=0.2412, R2=0.0582, F(11, 618)=3.469, p=0.0001 となり有意であり，決定係数

は表３に示すとおりである。

Y=iY+
g-1

∑
i=1
biDi+bgW+

2g-1

∑
j=g+1
bjDj-gW+b2gZ+

2g+2

∑
k=2g+1

bkDk-2gZ+b3gWZ

+
3g+2

∑
l=3g+1
blDl-3gWZ+eY （１）

Yは CSSの利用頻度の平均値

Dは自家用車の所有状況

gは Dのグループ数３

Wは自動車の利用目的がレジャー

Zは自動車の利用目的が仕事

bi~lはそれぞれのパラメータ

iYは定数項

eYは誤差項

自家用車所有状況（１）（所有していると，以前は所有していたが手放したとの比較）と

（２）（所有していると，もともと所有していないとの比較），車の利用目的がレジャーの

場合，CSSの利用頻度は低下する方向であるが，自家用車所有状況（１）（２）とレジャー

の交互作用は有意であり，CSSの利用頻度は増加する方向である。車の利用目的が仕事

の場合も，CSSの利用頻度は低下する方向であるが，自家用車所有状況（２）と仕事の

交互作用は有意であり，CSSの利用頻度は増加する方向である。また，レジャーと仕事

図９ CSSの使用目的を調整変数にした利用頻度モデル6）

W：レジャー

Z：仕事

Y：CSSの
利用頻度

D：自家用車

所有状況
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の交互作用が有意であることから，自家用車を所有しているグループにおいて，利用目的

がレジャーのみの場合は CSSの利用頻度は減少するが，仕事と両方の場合には増加する

方向である。これらの結果から，自家用車所有状況が CSSの利用頻度に与える影響が，

レジャー，仕事の目的により調整され増加する方向に働いていることが確認された。自家

用車所有状況，レジャー，仕事の交互作用は有意ではなかったが，他の交互作用が有意で

あることから，仮説５は支持されたと考えてよいであろう。

図10は，回帰式から予測される CSSの利用頻度の平均値を示している。自家用車を所

有しており，車の利用目的がレジャーでも仕事でもないグループが も CSSの利用頻度

が高いことが確認された。自家用車を所有しているグループは，レジャー，仕事以外の場

合に CSSを多く使用していることが推定される。自家用車を以前は所有していたが手放

した，あるいは，もともと所有していないグループは，所有しているグループより CSS

の利用頻度が低い。CSSと自家用車は代替関係にあることから，自家用車を所有してい

るグループは，CSSの利用頻度は低いことが推測されたが，逆の結果であった。以前は

所有していたが手放した，あるいはもともと所有していないグループは，車を利用する機

会が減った，あるいは，所有したいが所有できないグループかもしれない。これらのグ

ループにおいて CSSの利用頻度が低下する方向が，レジャー，仕事の目的によって抑制

され，増加する方向に調整されていることが，図10からも確認できる。

â t

D1 自家用車所有状況（１） ＊＊ �1.0000 �2.7862
D2 自家用車所有状況（２） ＊＊ �2.3406 �4.6366
W レジャー ＊＊ �1.3072 �4.1685
D1*W 自家用車所有状況（１）×レジャー 交互作用 ＊＊ 1.3087 3.0230

D2*W 自家用車所有状況（２）×レジャー 交互作用 ＊＊ 2.0196 3.2657

Z 仕事 ＊ �1.1667 �2.2376
D1*Z 自家用車所有状況（１）×仕事 交互作用 0.5000 0.4976

D2*Z 自家用車所有状況（２）×仕事 交互作用 ＊ 2.6263 2.5781

W*Z レジャー×仕事 交互作用 ＊＊ 1.9524 3.3568

D1*W*Z 自家用車所有状況（１）×レジャー×仕事 交互作用 �2.0788 �1.6302
D2*W*Z 自家用車所有状況（２）×レジャー×仕事 交互作用 �2.6171 �1.6294
＊＊ p＜0.01，＊p＜0.05
CSS利用頻度：1：年に１日未満，2：年に１日程度，3：年に 2～3日程度，4：半年に 2～3日程度

5：月に１日程度，6：月に 2～3日程度，7：週に 1～2日程度，8：週に 3～4日程度，9：ほぼ毎日

表３ CSSの利用頻度を従属変数にした回帰分析
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３ 議論

前節では，財の分類と代替性の理論に基づき CSSと自家用車の間でそれらを構成する

主たる財が代替される条件について仮説を設定した。前項において CSSの消費者を対象

にしたアンケート調査を分析した結果，仮説はほぼ支持されたといってよいであろう。つ

まり，提供物の形態は，構成する財の間の代替関係を生む要因によって規定され，代替す

る財が消費者によって選択されることにより形態が決定することが実証された。本稿では，

シェアリングや Access-Based Consumptionを連続体で捉える先行研究とは異なり，提供

図10 回帰式から予測される CSSの利用頻度
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物を構成する財が消費者に選択されることにより提供物の形態が決定しシェアリングエコ

ノミーが成立する，つまりサービスが進化することを提案している。

また，消費者の置かれている状況は提供物の利用に影響を与え，その影響は提供物を利

用する目的により抑制（あるいは促進）される可能性が確認された。先行研究でも指摘さ

れている自家用車と CSSの代替関係だけではなく，自家用車を所有しているグループに

おいて CSSの利用頻度が高いことが確認されたことは CSSの利用に関して新たな知見を

提供している。CSSの利用頻度を高めるためには，自家用車の代替としてだけではなく，

２台目の自家用車として，あるいはリース，レンタル，タクシー，バスなど図１や２で分

類された他の様々な移動手段の代替として，利用者の状況と目的に合致したサービスを提

供することが求められるだろう。

しかしながら，先行研究と同様に課題も認識された。まず，本稿における実証研究は

CSSを対象にしており，得られた結果が全てのシェアリング，あるいは accessモデルに

適用されるわけではない。一般化するためには，他の事例を対象にした実証研究を重ねる

ことにより，モデルを精緻化することが求められる。

また，消費者特性の一部となる価値観は，財の代替関係を生む要因として今回の分析の

対象とはしなかった。価値観が財の選択行動に影響を与えることは十分に考えられること

から，これについては稿を改めて分析したい。

Ⅴ お わ り に

本論文を通して検討してきた財の代替性の理論的な予測は，CSSにおいては十分に実

証されたと考えられる。自家用車の所有や自動車の利用能力に加えて，レジャー需要と仕

事での需要という断続的なニーズと継続的なニーズによって利用回数に違いが出ることは

想定されていたが，この違いが明確になったことは本論文の大きな貢献であると考えてい

る。また，自家用車の利用者が CSSをより利用しているという結果は，自動車による移

動サービスの必需性や自動車の運転経験など，消費者側の要因を反映していることを示し

ている。自動車による移動サービスの提供モードは多岐にわたっているので，省かれてい

る代替手段もある。例えばタクシーを使うといった代替案は，今回の研究からは除かれて

いることは指摘できる。

また，CSSの反復利用に結びつく要因については，より詳細な利用者の分析が必要と

なる。他の代替手段と比べて，CSSが優れているだけでは，反復利用には結びつかない

ことは容易に理解されるだろう。そこでは，「サービスの質」が考慮されなければならな

い。この点を考慮したサーベイ調査を元にした研究を行う予定にしている。
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注

1）政府 CIOポータル シェアリングエコノミー促進室 HP：https://cio.go.jp/share-eco-center/

（2020年９月１日アクセス）を参照。

2）総務省 平成30年 情報通信白書 ICT白書 人口減少時代の ICTによる持続的成長

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/h30.html（2020年９月１日アクセス）参

照。

3）総務省 平成30年 情報通信白書 ICT白書 同掲サイト参照。

4）財の分類とその導出過程についての説明は，山本（1987），Rathmell（1966）などを参照。

5）公益財団法人 日本自動車教育振興財団 情報誌 Traffi-Cation（2013）

http://www.jaef.or.jp/6-traffi-cation/img/TC_34_t.pdf（2018年４月４日アクセス）を参照。

6）Hayes（2018）, p. 585のModel 3を参照。自動車利用の目的がレジャーのみ，仕事のみの場

合と，レジャーと仕事の両方の場合とでは，自家用車所有状況が CSSの利用頻度に与える影

響は異なることが想定されるため，Model 3を選択した。
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